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1．はじめに 

 近年、日本の様々な大小の都市において、都市又は都市

内の特定のエリアの成長戦略や、社会課題解決のアイディ

アの源泉として、イノベーションが起きるまちづくり、場

づくり、環境整備の取組が進められている 1)。そこで、都

市政策の分野においては、イノベーション創発を支える都

市環境の形成について実務的手法が議論されている。具体

的には、国土交通省都市局では「都市におけるイノベーシ

ョン創発に向けたまちづくりのあり方について（中間とり

まとめ）」2)において、国内外の事例や既存研究を踏まえつ

つ、「我が国においてイノベーション地区を整備する場合に

考慮すべき事項」として、大学・研究機関との近接性、地

区における多様な用途・機能の複合、イノベーションを創

出する関係主体のつながり形成、地区マネジメントの重要

性を挙げている。また、評価のあり方についても、イノベ

ーションは単一の指標では把握し難く、地区ごとに目指す

イノベーションの方向性に応じて、複数の指標を用いた総

合的な評価フレームを設定する必要があることが指摘され

ている。さらに、施策の方向性としては、都市規模に応じ

てイノベーションの発現形態や必要な条件が異なることを

踏まえ、大都市中心部、地方都市市街地、郊外エリアとい

った都市の性格に即した検討が必要であるとされている。

このように、イノベーション創出の器となる都市構造には

一定の政策的整理が試みられている。ここで都市構造とは、

イノベーション関連施設、人材等の地理的配置と交通アク

セス及び文化、慣習など関係者の行動に影響し得る社会的

条件により形成される都市環境を総称して捉える。 

他方で、起業家やスタートアップ企業、スタートアップ

関連施設の管理運営者といったイノベーションの関係主体

が、どのような判断材料により当該都市を選択しているの

かを把握することも重要である。これは、都市構造又はイ

ノベーション環境の効果が、客観的な整備の状況のみでは

なく、社会的条件も含め、それが当事者に如何に意味づけ

られ、選択行動や活動実践に結びついているかによって発

現すると考えられるからである。そこで、関係主体の主観

的評価・認識を把握することがイノベーションに効果的な

都市構造を検討する上での手がかりになりうる。 

このように、日本国内の都市において地域イノベーショ

ンの文脈を関係者の主観的評価から明らかとした研究とし

ては、Ibata‐Arens（2008）3) 、Aoyama（2009）4) 、城所ら（2015）
5) 、Kapturkiewicz（2022）6)の研究がある。Ibata‐Arens（2008）
3) は京都を、Aoyama（2009）4)は京都に加えて浜松を、城所

ら（2015）5)は人口15～20万人規模の人口を市域で抱える

石巻市及び長浜市を、Kapturkiewicz（2022）6)は人口1000万

人超都市圏である東京及びバンガロールを対象として質的

調査を行っている。いずれも、対象とした都市における起

業や事業継続の環境評価に加えて、他の地域にも援用可能

な示唆についても考察されているが、このうちイノベーシ

ョン・エコシステムを形成するハード面の都市構造に着目

したのは、中心市街地という区域を明示した城所ら（2015）
3)のみであり、他は何らかの都市構造の上に結果形成されて

いる都市圏クラスターのイノベーション・エコシステムの

特性に関心がある。また、Kapturkiewicz（2022）6) は、起業

家エコシステムが複数主体の行為によって形成されている

と捉え、起業家、投資家、インキュベーター、行政等の広

範な相手をインタビュー対象として異なる主体が何を重要

な資源・課題として認識し、それに対してどのような行為

をしているのかを調査しているが、他は起業家、事業者な

どの事業主体に限られている。 

これらの研究に鑑みると、人材、企業、施設等の集積の
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程度に関係する都市規模、イノベーション・エコシステム

のみならずその背景となる空間的条件までを含む調査射程、

エコシステムに関わる主体の調査対象範囲は、都市のイノ

ベーション環境を捉える上で重要な分析上の視点になると

考えられる。 

とりわけ、複数主体の認識から調査することについて、

本研究で評価・分析を目的とする都市構造は、事業主体の

みならず、その活動を支援・媒介する主体を含む多様な関

係主体の相互作用によって形成されており、単一の主体か

らの評価のみでは捉えにくい要素が存在すると考えられる。

つまり、事業主体と施設管理運営者では、同一の都市構造

に対して共通する認識と、それぞれの立場や経験の違いに

より異なる認識も生じ得る。そこで、異なる立場の主体を

対象とすることは、単一の主体のみの場合に比べ、イノベ

ーション創出に関係する都市構造の要素を多面的に抽出で

きる可能性を高めることができる意義があると考える。 

以上を踏まえ、本研究は、行政機関がイノベーション環

境の形成に積極的に取り組んでいる京都市を対象として、

イノベーション環境に身を置く現場の立場が異なる主体

（起業家及びスタートアップ企業のイノベーターとスター

トアップ関連施設を管理運営するマネージャー）による認

識に着目した複眼的なインタビュー調査を行い、得られた

認識をテーマごとに探索的に整理することにより、以下の

問いに答えることを目的とする。 

① 京都市で活動する起業家・スタートアップ企業及び関

連施設の管理運営者は、京都市の都市構造のどのよう

な要素をイノベーション・エコシステム形成の強み及

び制約・課題として認識しているか 

② これらの認識から、他都市のイノベーション・エコシ

ステム形成に援用可能な都市構造やまちづくりに関し

て探索的に得られる実務的知見は何か 

また、次節に述べるような特徴を持つ京都市という政令

指定都市の規模で、中心市街地などの特定エリアに限定せ

ずに起業家・企業のみならず関連施設運営管理者という多

面的な現場の認識を対象に、都市構造に着目してインタビ

ュー及び分析を試みた点で、本研究は先行研究の空白を補

完するものである。 

 

2．京都市のイノベーション環境の概略 

 本節では、本研究において京都市を対象とした理由及び

分析の前提として、京都市のイノベーション環境の概略に

ついて整理する。 

 京都市は、国内外の多くの観光客が訪れる観光都市であ

るが、長期に渡り創造と革新を育んできた産業都市でもあ

る。西陣織、京焼・清水焼、京仏具、京漆器などに代表さ

れる伝統工芸が現在まで継承されており、高度な技術・意

匠・職人知が長期にわたり蓄積されてきた。他方で、京都

市は、任天堂、京セラ、オムロン、島津製作所など、世界

的に知られる発明企業の創業地や本社所在地を擁しており、

歴史・文化の厚みと技術革新の集積が同一都市内で併存し

ている特徴がある。 

さらに近年では、既に京都市内に居を構える企業だけで

はなく、図１に示すような創業拠点やリモートワークのビ

ジネス環境が市内に広がってきている。実際、市内には50

を超えるスタートアップ支援拠点あるいはインキュベーシ

ョン施設、コワーキング施設などのビジネス拠点が確認で

きる(1)。歴史・文化との関係では、拠点の一部に、古民家や

京町家を改修した特徴的な施設も見られ、歴史的資産を保

存対象としてのみ扱うのではなく、現代的な起業・共創の

場へと転用する形で進んでいることを示している。また、

本研究をまとめている過程ではあるが、2024年5月には京

都市内企業の connectFree が京都府初のユニコーン企業と

なっており、京都市が伝統と文化の都市であると同時に、

高成長型スタートアップを生み出す都市でもあることが示

されている。 

そこで、京都市はビジネス拠点としての京都市の強みに

ついて、京都ブランド、人材・知の集積、コンパクトシテ

ィとしての利便性、多様なビジネスロケーション（図２）、

他の大都市圏とのアクセス性、行政による立地及び創業の

支援を掲げ、企業進出や新たな事業展開を後押ししている
7)。 

しかしながら、京都市は、厳しい高さ制限や景観規制で

よく知られ、オフィス及び居住に用に供することができる

建物の改修コストと需給の逼迫、都市が抱えられる人や企

業のキャパシティ、マーケットの規模に制約があると考え

られる。また、観光による日常的な混雑は、通勤のための

 

図-2 京都市の多様なビジネスロケーション 7) 

  
図-1 京都市のオフィス施設例 

（左：四条烏丸 KOIN7)、右：京町家を改修したオフィス
8)） 
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移動、物流にも影響する可能性があるものと考えられる。

以上のような点は、都市ブランドの強さに比して起業や事

業拡大の受け皿が相対的に限られ、歪な状況を形成してい

る可能性がある。 

以上のように、観察的な視点からは京都市はイノベーシ

ョン創出に関して、強みとも弱みともなりうる際立った特

徴を備えているように見受けられる。このように条件が鋭

く交錯する都市において、「イノベーション創出に関わる主

体が何を考えて京都市に拠点を構え、イノベーションに向

けた実践を行っているのか」を分析することで、都市固有

のイノベーション・エコシステム形成に寄与する都市環境

とそれを取り巻く都市構造を検証する上での解像度を高め

ることにつながると考え、京都市内でのインタビュー調査

を実施することとした。 

 

3．調査手法、分析手法及び結果の概要 

 本研究では、京都市におけるイノベーション・エコシス

テムについて、プレイヤーの評価から形成実態を把握する

ため、京都市左京区、中京区、下京区、伏見区において、

起業家、スタートアップ企業及びスタートアップの関連施

設管理運営者を対象として、半構造化インタビュー調査を

実施した。インタビュー対象者は、調査過程で対象施設か

ら紹介のあった起業家3名を除き、行政機関及びその関連

機関からの紹介を通じて選定した。この選定方法は、必ず

しも代表的とは言えずともエコシステム内で何らか機能か

関わりを持つ主体にアクセスすることが簡易であり、調査

の協力も得られやすい一方、これらの機関との関係が希薄

な主体や京都市から退出又は事業終了した主体の認識は十

分に反映されない可能性がある。従って、得られた回答の

代表性、認識の一般化、政策評価及び都市構造の成功の推

定には注意が必要であり、対象者の評価や認識の構造を理

解するためのものと取り扱う。 

インタビューは、京都市における①起業・事業のロケー

ションに対する評価、②イノベーション創出・企業の成長

や事業の成長に対する考え、③働き方といった質問項目を

基礎としつつ、起業家及びスタートアップ企業と関連施設

管理運営者で分けて、表１に掲げるように投げかけ方を調

整し、対象者の応答内容に応じて対話的に掘り下げる半構

造化形式を採用した。なお、本研究は、環境形成に寄与す

る都市構造の分析に関心があるが、そのことのみを聞くの

ではなく、選定理由や施設の売りといった都市構造に限ら

ず、自由に選好や考えを述べられる質問を織り交ぜた。 

調査は2023年8月から同年12月までに行い、１回当た

り60〜90分程度の対面形式を基本として実施した。結果、

インタビューは12回実施したが、合計15名（内、Web参

加1名）に協力いただいき、表2に示す順番で行われた。

また、後に詳述するとおり、統計的優位の分析が目的では

ないため、結果の整理では事業主体又は施設を単位として

いる。対象の内訳は、起業家及びスタートアップ企業から、

シェアオフィスに本社又はサテライトを置いている企業が

3 社、自社の物件に本社又はサテライトを置いている企業

が 3 社（このうち、2 社は京町家を改修したオフィスを利

用している。）で、計4業種（IT関連、観光、ものづくり、

その他のサービス）6 社 7 名に協力いただいた。一方、ス

タートアップ関連施設運営者から、法人登記が可能な施設

が5施設（このうち、2施設は京町家を改修したもの）、ワ

ークスペースのみを提供する施設が 1 施設で、計 6 施設 8

名に協力いただいた。 

 また、分析には、フレームワーク分析を用いた。インタ

ビュー記録を精読し、イノベーションに関わる都市構造の

表-2 回答を踏まえたテーマの分類と出現状況 

対象（C:事業主体、 

M：施設運営管理者） 
M1 C1 M2 M3 C2 C3 M4 M5 M6 C4 C5 C6 

集計①

（C） 

集計②

（M） 所在（A:下京区、B:中京

区、C:左京区、D:伏見区） 
A B A A B A A A C A C D 

(1)大学・大学人材 ○     ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ○ 5/6 4/6 

(2)資金・スケール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○       3/6 6/6 

(3)ソフトパワー ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6/6 6/6 

(4)コミュニティ ○ ○ ○   ○     ○ ○   ○ ○ 4/6 4/6 

(5)構造・ 文化的側面   ○ ○     ○ ○ ○ ○ ○   ○ 3/6 4/6 

(6)エリア特色の活用 ○   ○ ○     ○ ○ ○ ○   ○ 2/6 6/6 

(7)一般論               ○ ○ ○   ○ 2/6 2/6 

※対象者は左から調査順。言及があった項目に○を付している。 

表-1質問事項 

対起業家及びスタートアップ企業 

・京都を選んだ理由（他都市との比較の有無を含む。） 
・京都で働くことによる気持ちへの影響 
・オフィス周辺環境 
・京都内外の関係者とのネットワーキング、海外との交流 
・スケールアップ構想 
・オフィス戦略 
・京都市のビジネス環境に対する希望（変化・維持） 

 

対スタートアップ関連施設管理運営者 

・場所・施設の売り（参考・比較対象にした他施設等） 
・京都で働くことによる気持ちへの影響 
・施設の周辺環境 
・京都内外の関係者とのネットワーキング、海外との交流 
・入居企業等の特徴 
・入居企業等のスケールアップ事例 
・京都市のビジネス環境に対する希望（変化・維持） 
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認識・評価に関連する発言を抽出し、その内容を表すコー

ドを付与した。次に、類似するコードを整理・統合して主

要テーマを形成したところ、表2に示すように7テーマに

分類できた。さらに、各事業主体及び施設運営管理者を事

例、主要テーマを分析項目とするマトリクスを作成し、各

事例の発言内容をテーマごとに整理した上で、事例横断的

に認識の特徴を分析した。なお、対象者 9 組織目までで 7

テーマが整理され、さらに3つの事業主体を調査したが新

たなテーマが抽出されないことを確認して調査を終了した。 

 

4．京都市のイノベーションに関わる都市構造の特徴 

 まずは、本調査の結果から、インタビュー対象者が、ど

のように京都市における事業環境や施設運営の環境を評価

しているかを7の主要テーマごとに整理する。なお、結果

の解釈について、表2には主体別の小計は示しているが、

選択及び生存者に係るバイアスで認識が一致しやすい対象

である可能性があり、3.に記載した注意を踏まえ、両者あ

るいは複数主体の一致を整理するものではない。一方で、

表２中、「（２）資金・スケール」と「（６）エリア特色の活

用」については、施設運営管理者が触れることが比較的多

いことが観察される。このことについて、統計的な有意性

までを十分に説明はできないが、仮定していた単一の主体

からの評価のみでは捉えにくい要素が存在する可能性を今

回の調査では抑制することになったことや、施設運営管理

者の方がエリア内だけではなく、より俯瞰的に空間的及び

社会的条件を捉えている可能性を示すものと考えられる。 

（１）人材・大学へのアクセスの期待 

回答では、人材やイノベーション・シーズの源泉となる

大学へのアクセスについて、市内に約 40 ある大学の集積

や若い人材への近接性を京都市の強みであり、将来的なつ

ながりを期待する認識が明らかとなった。一方で、(a)米国

スタンフォード大学を引き合いに、それと対照的に京都市

内の大学運営側の起業理解の醸成に課題があることや、(b)

将来の起業人材となりうる大学人材との接点形成（例えば、

学生や研究者をビジネスエリア（四条烏丸）や大学からや

や距離のあるスタートアップ関連施設に呼び込むこと）に

は一定のハードルがあることも指摘され、期待と現実との

間にギャップが見受けられた。 

（２）資金調達とスケールアップ 

京都市における資金調達やスケールアップした際のオフ

ィス選択の制約には、ネガティブな認識が分類した要素の

中で最も多く確認された。その主な内容は、スケールアッ

プしようとする際に適切な規模の投資家へのアクセスとオ

フィス確保に制約があり、大都市、特に東京に本社を移転

してしまうというものであった。他方で、いわゆる J カー

ブと言われる急成長型起業のみを地域が求めていないとの

見解が、起業家・施設運営者の双方に認められた。また、

地域との関係性を重視する京都市内の不動産慣行により、

流動性の高い借り手が敬遠される一方で、地域への定着意

向のある企業に町家等を提供し事業活動を支える場合があ

ることが確認された。 

（３）京都市の持つソフトパワー・吸引力 

回答からは、京都の持つ文化、芸術、自然や歴史的景観

から形成される都市イメージ等の要素は、必ずしも直接的

にイノベーションそのものに直結するものでなくとも、そ

の都市で働き、暮らす魅力を高め、創造的活動をする癒し

や活力として機能しているという認識が得られた。特に、

この環境の魅力は、京都市内の大学卒業後に他都市で就職

した者のＵターンによる都市選定につながっているという

回答があった。また、海外における知名度の高さは、これ

も、ビジネスにつながるかどうかは別であっても、海外の

経営層に対して都市への訪問に有利に作用している(2)とい

う意見があった。 

（４）コミュニティ及び地域のつながり 

回答からは、京都市には特有の「紹介文化」があるとい

う認識が確認された。具体的には、「紹介文化」は、既存の

関係性がある従来からの客、住民等の紹介がなく初見の客、

来街者の訪問を断る、いわゆる「一見さんお断り文化」と

表裏一体でありながら、資金面やオフィス賃借の場面では

事業を行っていく上での強力な支えになっていることが示

された。さらに、回答者の中では比較的長く京都市内で事

業を行っているインタビュー対象者ととあるスタートアッ

プ向けのシェアオフィスの施設運営者から共通して、京都

で仲間となる起業家に対しては、単なる事業成長だけでな

く、地域への貢献、後輩起業家の育成といった姿勢が期待

され、それが失敗に対する支え合いにつながるとの意見が

あった。 

（５）イノベーション創発に係る京都市のまちの構造・文

化的側面 

（４）で言及した紹介文化とは別に、京都市のまちの構

造や文化的側面が、イノベーションに直接的に作用してい

るという認識が確認された。多少回答ぶりは異なるが、総

じて京都市内のまちの「狭さ」（職住近接であり、様々なこ

とが住まいからの近距離で済んでしまうことを意図したも

の）と「新旧の多様な建物や産業が入り混じっていること」

が、３つの観点でイノベーションに重要な契機につながっ

ているという内容である。その３つは、(a)ひとつのコミュ

ニティが徒歩の距離感で組成されている上、歩きたくなる

景観により偶発的な対面交流をつながっていること、(b)古

くから京都は素材を集めて加工することに長けた都市であ

り、その新旧の産業の知恵が融合しやすいコミュニティが

形成されやすいこと、(c) クリエイティブ人材を魅了し、閃

きに影響する自然・歴史的景観・文化財が規制により残っ

ていることである。回答者の一人は、この状況を、狭いま

ちの中で人と人とが交流すると偶発的なイノベーションに

つながると捉え、比喩として「京都はぬか床のようなまち」

と表現し、「レシピはわからないが野菜を一晩漬けておくと

次の日に美味しくなって出てくる」ことに例えた。 

（６）エリアごとの特色の活用可能性 

京都市内には均質なエリアや拠点が並存しているのでは
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なく、京都駅へのアクセス性、特定産業の集積、人材輩出、

資金調達、観光人流、癒し、エリアイメージの変化とクリ

エイティブ人材の流入など、それぞれ異なる機能や特徴・

印象を備えた地区が相互補完的に作用しているとの見方が

示された。例えば、(a)京都駅周辺が入り口となって、別の

特定産業集積エリアにクリエイティブ人材を呼び込む機能、

(b) 人流の乏しいエリアに近傍観光地からの人流による新

たなビジネス機会の創出、(c)高度な利用が比較的されてい

なかった地域へのクリエイティブ人材の流入による更なる

クリエイティブ人材の流入、(d) 行き詰まりを感じた際の

ビジネス街区に近接する自然や寺社での気持ちのリセット

などに言及があった。 

（７）イノベーション・エコシステム形成の一般論 

調査では、京都市において備わっているかは別として、

他の都市においても取り組むことが必要なことについても

回答として得られた。具体的には、地域の独自性や強みの

特定、強制ではなく「〇〇したくなる」内発的動機を喚起

する仕掛け、低廉なオフィス供給、気軽に集まり話すこと

ができるアメニティ(3)の存在、既存のバイアスから距離を

とるアウトローな空気感、紹介の重要性、プレイヤーその

ものだけでなくコミュニティマネージャーなどの場や地域

のコーディネーター役やアクセラレーター等の支えるサポ

ーターの継続的育成の必要性などに言及があった。 

（８）イノベーションに関わる都市構造の評価の整理 

以上、特に（１）～（６）で触れた京都市の環境に直接

言及したものは、相互に独立した項目ではなく、重なり合

っている部分も見られる。そこで、得られた回答からプレ

イヤーが認識している京都市のイノベーションに関する都

市構造の特徴については、次のようにまとめることができ

るものと考えられる。 

京都市は、多くの大学の存在によって、研究開発・起業

につながるクリエイティブ人材とイノベーション・シーズ

に期待が大きい一方、大学人材へのアクセス、並びにスタ

ートアップの成長フェイズに合わせた資金調達及びオフィ

ス確保の制約によるスタートアップ企業のスケールアップ

に対するまちのキャパシティに課題がある。しかしながら、

文化、芸術、自然、歴史的景観の多様な魅力が多様な人材

を都市に集めるソフトパワーとして機能しつつ、まちの狭

さ・コンパクトさは多様な人・企業やアイディアの近接性

を高め有機的つながり形成の触媒として作用し、イノベー

ション創発に寄与しているものと考えられる。また、地域

の強い紹介文化や地域内の相互貢献を重んじる文化は、必

ずしも急速な成長を目指す事業ではなくとも、起業及び起

業後の初期段階を支える効果を発揮していると推察される。 

 

5. 京都市の特性と課題を踏まえた他都市を含めた実務的

示唆 

 前節における京都市のイノベーション環境に関する特性

と課題に対するプレイヤーの主観的評価は、京都市に加え、

他の歴史都市や地方都市における環境形成に応用可能な実

務的示唆が含まれているものと考えられ、本節において整

理する。具体的には、本調査の回答について分類した4.（１）

～（７）を総合して分析することによって、イノベーショ

ン・エコシステムの形成に資するまちづくりについて、（１）

まちの資源配分に関する示唆、（２）エリア、施設における

有機的つながり形成に関する示唆、（３）都市における多様

な集積に関する示唆について整理し、最後にまとめと今回

の回答から十分な分析できなかった論点を整理する。 

（１）まちの資源配分に関する示唆 

スタートアップは、イノベーションの主要な担い手とし

て期待されることがあるが、この中でも、短期間での急成

長を志向する企業や、事業化までに長期間を要する Deep 

Tech企業など、成長特性や事業の性格の異なる企業が存在

する 9)。これらの企業では、例えば、急成長する企業では

成長に伴うオフィスや資金需要の拡大が、研究開発に長期

間を要する企業では研究開発環境、知的財産保護の専門的

支援、継続的な資金供給などが、それぞれ課題となり得る

ように、必要となる物理的キャパシティや人的・金銭的支

援といった負担は異なる。 

そこで、京都市で観察されたオフィス供給、資金調達等

の制約は、程度の差こそあれ、地方都市一般にも共有され

うる課題であり、行政機関はまちのキャパシティ制約から

支援方策を検討する必要が生じる。その配分の検討に当た

っては、地域で涵養するプレイヤーの解像度を高めて、適

切なポートフォリオを組むことが必要である。 

そして、本調査では、起業家及び施設管理運営者の双方

から、急成長してまちを後にするのではなく、後進の育成

やまちの発展に貢献する事業主体との協働によって新たな

価値を生み出すことを重視する回答が確認された。いわゆ

るローカル・ゼブラ企業に類似するが 10)、回答では、その

特徴である地域課題解決等には言及がなく、同一視できな

い。また、生存者バイアスを考慮して、本調査の回答を以

て、「地域が求めるから地域との継続的関係や地域貢献を重

視する事業主体が地域イノベーションにとって一律に望ま

しい」と言えない点に分析上の注意が必要である。この結

果からは、事業主体が構築する地域での関係性が、オフィ

ス等の地域から引き出すことができるサポート、知識・経

験の還流といった観点で地域のイノベーション環境を変え

る可能性があり、成長特性や必要資源とはまた別に事業類

型の横断的な評価軸となりうることが窺える。一方、回答

には、地域との継続的な関係を重視する事業主体は地域へ

の定着意向があるとされ、不動産の流動性を下げ、オフィ

ス・キャパシティに影響を与える可能性が示唆されている。 

以上を踏まえると、イノベーション環境形成におけるキ

ャパシティ配分の検討に当たっては、事業主体の成長特性

や必要資源のみならず、地域との関係形成を通じた知識・

経験の還流等、地域のイノベーション環境との関係性を評

価に含めることは有益と考えられる。その際、地域との継

続的な関係形成が地域イノベーションに寄与する一方で、

物理的キャパシティの長期的な占有につながるなど、両者
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が必ずしも同じ方向に作用しない可能性にも留意を要する。 

（２）都市における有機的つながりの形成に関する示唆 

本調査では、京都における紹介文化や相互貢献を重視す

る地域的慣行が、起業初期における人的ネットワークの形

成や、資金調達・オフィス確保・経営相談先への接続を支

える要素として肯定的に評価されていた。これは、地域社

会に埋め込まれた非公式な関係資本が、起業環境の一部と

して機能していることを示している。ただし、このような

文化的背景は、どこの他都市にそのまま存在するとは言い

難い。 

ここで起業家の受け止めとして重要なのは、紹介文化そ

れ自体ではなく、起業家を地域内の適切な相手へ接続し、

相談や協働を媒介する機能の存在である。この点について、

コワーキングスペースや支援拠点に配置されるコミュニテ

ィマネージャーは、京都市で言うところの紹介・接続機能

を制度的に構築した存在として近い。海外の既往研究では、

イノベーションには、イノベーション創出に結びつく関係

者のつながりの形成が重要であるという 11)。その上で、コ

ワーキングスペース等の施設においてコミュニティマネー

ジャーが知識共有とつながり形成を促す仕掛け人となるこ

とや、メンバーの技能・活動・課題を把握し、内外の接続

役となるといった整理がなされている 12), 13)。国内での実践

事例では、イノベーションに好ましい拠点運営として、多

様な人を集め、集めるだけではなく交流を促し、交流の中

から連携・協働につながるような関係性を育み、結果得ら

れる成果物を良いものに磨いていくという方法論を説く例

があり、それを施設において体現するのがコミュニティマ

ネージャーとしている 14)。 

本調査の回答からは、コミュニティマネージャーに求め

られる機能をまち全体が持っていることが環境の強みにな

ることが理解できる。翻って、そのような環境がまち全体

に備わっていない場合に、前述のコミュニティマネージャ

ーの役割を拡張し、施設内のみならず、より広範なエリア

をカバーするような地域のつなぎ手を育成することで、京

都市と類似した環境を築くことができるものと考えられる。 

 現実的には、コミュニティマネージャー等の既存のコー

ディネート人材について、地域をできるだけ広く面的にカ

バーするよう、その質を高めていく育成方策や、地域内の

関係形成の支援を検討することが役立つと考えらえる。 

（３）都市における多様な集積に関する示唆 

イノベーション創出機能の高い都市空間について、しば

しば都市における集積の重要性が指摘される。Jacobs(1961) 

15)は、都市を「複雑で自己組織的な生き物」と捉え、都市が

多様性と相互作用のるつぼとなって、その都市の自主的な

秩序と多様な活動がイノベーションの源泉となると説いた。

その活力を形成する都市の要素として、混在用途の確保、

短いブロックと頻繁な交差点、古い建物と新しい建物の共

存、高密度の人口集中を挙げている。Florida(2012) 16)は、

Jacobs の都市論をクリエイティブクラス(5)の人的資本に注

目して再評価し、「経済成長、イノベーションを支える相互

補完的な条件」として、３つのT（Technology, Talent, Tolerance）
(6)が揃うことで地域の創造性や競争力が高まるとしている。

米国ブルッキングス研究所の研究報告書 17)では、イノベー

ション・エコシステムの形成には、物理的資産、経済的資

産、ネットワーク資産が、例えば、徒歩圏に存在するとい

った効率的に集積しているエリア・地区に効率的なイノベ

ーション・エコシステムが生まれるとしている。 

本調査結果では、大学や伝統工芸品、機械・部品加工産

業の集積といった特定要素が厚く集積することが当該要素

を必要とする起業家やクリエイティブ人材の立地選択上の

強い誘因として機能していたことや、多様な要素が近接に

集約することが多様な主体間の接触、それからの起業活動

や協働の促進に寄与しているという見解が示され、集積に

ついて言及されてきた知見を概ね支持する。 

 さらに、本調査結果からは、多様な要素が一つのエリア

に完結的に集積していなくとも、異なる機能や特徴を持つ

複数のエリアが近接し、相互にアクセス可能であることで、

それぞれの機能が補完され、イノベーション関係者にとっ

ての都市構造の魅力が高まる可能性が示された。この点は、

Meijers（2005）18)の異なる都市機能の相互補完によって地

域全体としてシナジーを生み出すfunctional complementarity

（機能的補完）や、Burgerら（2015）19)がある都市がその周

辺地域との関係を通じて自らの都市規模を超えた機能を享

受する borrowed size（借用規模）として論じられてきた考

え方とも一定の共通性を有する。一方、本調査結果は、都

市間・都市圏の関係を対象としたこれらの研究からさらに、

同一都市内にあっても、異なる特徴を有するエリアが近接・

接続することで、各エリアが単独では備えていない機能を

相互に補完し、多様な要素にアクセスできる都市構造がイ

ノベーション関係者にとって評価されていることが理解で

きる。 

 以上に鑑みるに、都市計画において、従前からの集積に

関する知見に加え、多様な要素を一のエリアで完結させら

れなくとも、近接性・回遊性・機能分担に留意してエリア

間の相互補完を設計する方策も、イノベーション関係者に

対する当該都市の魅力の訴求策として有用と考えられる。 

（４）まとめ及び十分な分析ができなかった論点 

以上の三点からは、拠点施設、人的・文化的資源の有無

からのみ捉えるのではなく、主体間・地域の関係者との関

係性、その接続性・媒介性及び都市内のエリア間の補完性

という、都市構造の空間的条件及び社会的条件における相

互作用的設計視点を取り入れることは他都市にとっても実

務的示唆があると考えられる。しかし、今般の回答のみで

は十分に明らかにできなかった論点も残されている。 

 第一に、大学人材との接続可能性に対する期待は大きい

一方で、それを実際の交流や協働に転換する具体的手法に

ついては、十分な知見を得ることができなかった。とりわ

け、クリエイティブ人材が異なるエリア間を移動し、その

人材が拠点としている地域とそのつながりを求めている者

が多く集まる地域の間を往還する互いの内発的動機を高め
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る方策について、人の特性の観点からさらなる調査と分析

が必要である。 

 第二に、拠点や不動産の流動性が高いこと、あるいは低

いことが、イノベーション創発に対してどのような影響を

及ぼすかについて、本調査からは評価をすることができな

かった。一定の流動性は人とアイディアの新陳代謝を促す

ため重要であると考えられる一方、低流動性が中長期的な

事業育成や関係性の蓄積に資する可能性もあり、この点は

主観的な評価のみではなく、定量的な調査・分析を含めて

検証する必要がある。 

第三に、建築・開発行為に係る規制が制約として捉えら

れている一方、これによって文化・自然といった魅力を残

しているという回答との背反的な印象について、都市構造

の設計に対する論理的な示唆を分析することができていな

い。この点に関しては、イノベーションのみならない多様

な視点、人の価値判断、都市の変遷に関する質的・量的研

究が必要であり、今回の調査結果により議論できる範囲を

超越している。 

 第四に、京都市のような多様な魅力あるアセットが多い

都市でさえ、成長企業の域外流出を懸念する声が多かった

が、それを抑制する具体的方策を十分に論じうるだけの回

答は得られなかった。地方都市一般においても、成長に伴

う域外移転は共通課題となりうるが、京都市には成長企業

が本社機能を維持してきた事例も存在する。今後は、企業

の成長と地域定着を両立させる条件について、追加的な質

的調査によるナラティブの構築が求められる。 

 

6. おわりに 

本研究は、都市構造の観点から都市のイノベーション環

境を捉え、その特徴と課題及び他都市にも援用可能な知見

を整理することを目的として、歴史・文化・芸術、大学・

産業集積など多様な都市資源を有する政令指定都市であり、

イノベーション創出に向けたまちづくりが進められている

京都市にて、起業家・スタートアップ企業のイノベーター

及び関連施設管理運営者へのインタビュー調査を行い、そ

の結果を分析・考察した。本研究の学術的貢献は、イノベ

ーションに関連する施設や都市資源の配置・近接性・移動

可能性等の空間的条件と、文化、地域のつながり等の社会

的条件との関係を、都市構造として同時に捉え、事業主体

及び施設管理運営者という異なる立場の主体の評価・認識

から探索的に整理した点にある。特に、スタートアップの

特性、コミュニティマネージャーの存在、集積に関する知

見など既存の知見となっているイノベーション環境を構成

する要素が京都市においてどのように評価されているかを

確認することにとどまらず、地域イノベーションの関係主

体の関係性とまちの資源配分、関係者間の接続・媒介機能、

エリア間の補完性について、空間的条件及び社会的条件を

含む都市構造として捉える分析視角を、他都市のイノベー

ション政策等においても実務的な示唆として提示した。 

まず、インタビュー調査の結果からは、京都市のイノベ

ーション環境が、大学及び大学人材へのアクセス、資金調

達とスケールアップ、都市のソフトパワー、コミュニティ・

地域のつながり、まちの構造や文化的側面、エリアごとの

特色などの要素が複雑に絡み合いながらも、プレイヤーが

拠点として京都市を選び、施設を管理運営している様子が

確認された。特に、大学集積や若い人材への近接性、文化・

芸術・自然・歴史的景観に支えられた都市の魅力、対面交

流を促しやすい都市のスケール感、ものづくりの連携相手

を見つけやすい産業的背景、紹介文化や地域での相互貢献

を重んじる文化を通じた地域内の関係形成は、京都市の強

みとして認識されていた。他方で、資金調達やスケールア

ップ、大学や学生と起業実践との接続が、制約あるいは継

続的課題として把握された。これらの認識から、京都市で

は、イノベーション政策として設けられる支援制度や拠点

整備だけでなく、都市の歴史、文化性、空間構造、地域関

係といった、空間的条件に加えて社会的条件から成る都市

構造がイノベーション関係者の認識に結びついて、拠点と

する都市の評価・選定に影響していることが理解できる。 

また、本研究では、京都市にて得られた回答、イノベー

ション環境の評価から他都市でも環境形成を行う場合の実

務的示唆を考察した。第一に、都市の限られたキャパシテ

ィの中で、事業主体の成長特性や必要資源のみならず、地

域との関係形成によるイノベーション環境への影響を評価

軸に含めつつも、関係性の必要資源への影響を考慮してイ

ノベーション環境形成のための資源配分を検討する必要が

あること、第二に、例えば関連施設の場を形成するコミュ

ニティマネージャーなどをできるだけ広域の地域における

面的なコーディネーターに育成する等により京都市におけ

る紹介文化をレプリケートし、起業段階のプレイヤーが求

める地域の支える機能を高めることができること、第三に、

従来の集積に関する知見に加えて、多様な要素が一つのエ

リアに完結的に集積していなくとも、異なる特徴を持つ複

数エリアの近接性・回遊性を確保し、機能的な相互補完を

図ることで、イノベーション関係者にとって立地選択上の

都市の魅力となりうること、の三点を抽出することができ

た。これらは、都市構造の空間的条件及び社会的条件にお

ける相互作用的設計視点を取り入れるという点で他都市に

も実務的な示唆と考えられる。一方で、大学の理解醸成策

及び大学人材との接続期待を具体的な交流・協働に転換す

る方策、拠点や不動産の流動性がイノベーション創発に与

える影響、規制による制限と魅力創出の相反する都市の制

約に対する評価、成長企業の域外流出を抑制しつつ地域定

着を図る条件については、本調査のみでは十分に明らかに

できておらず、今後の検討課題として残された。 

本研究は、単一都市を対象とする調査であること、分析

対象が 2023 年時点の状況と当時活動している主体の認識

に依拠すること、調査対象者の選定方法に起因して特定の

属性や認識を有する主体に回答が偏る可能性があること、

インタビューという主観的な結果から分析を試みるもので

あることから、得られた知見の一般化や有効性の推定には
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一定の限界がある。さらなる頑健な知見とするには、他都

市、異なる時点、環境における調査や定量的な分析など、

追加的な研究を期待したい。しかしその一方で、本研究は、

具体的な国内の都市を取り上げ、イノベーション環境の形

成を関係主体の実践的認識から捉えた点に意義があり、都

市整備・まちづくりとイノベーション・エコシステムの関

係性を検討する上で、他都市に対しても比較参照可能な分

析的枠組みに示唆をもたらしたと考える。 
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【補注】  

(1) 京都府内のコワーキング・インキュベーション・ワーケーショ

ン拠点情報発信サイトである Kyoto Startup Homebase

（ https://startuphomebase.kyoto/ ）の「拠点一覧」ページから京都市

に限定した際の数字（2026年4月時点）。 

(2) 本調査の回答では、「京都が持つ歴史とアート、京町家などの

独特の建造物は国内外の認知度を引き上げるパフォーマンスが高

く、Global CEO、アーティストなど高度な人材、クリエイティブ層

を惹きつける強力なパワーを持っている。」、「海外の経営者層から

は、東京ではなく京都で開催される会議なら行くという声がある。」

などの回答が得られた。 

(3) 都市のアメニティは多様なものを指すが、本調査の回答では、

「チェーン店や分煙されていない飲食店ではなく、ちょうどいい

食事場所、若い人が集まって話ができる場所が必要である」とい

う意見であった。 

(4) Florida(2012)16)では、脱工業化の都市における経済成長の牽引役

として「クリエイティブクラス」を定義し、①科学者、技術者、デ

ザイナー、アーティスなどの創造や革新の担い手であるスーパー・

クリエイティブコアと、②士業など特定の問題解決に長けた高度

な知識を有するクリエイティブ・プロフェッショナルに分類した。 

(5) Technologyが意図するのは、その地域がどれだけ高度な技術を

持っているかということ、Talentが意図するのは、新しいアイディ

ア、技術、表現、問題解決を生み出せる人材がどれだけ集まり、働

き、定着しているかということ、Tolerance が意図するのは多様な

人やライフスタイルを受け入れる開放性である。 
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